













































































































判決（2014年 11月 1日）」がある。いずれも認知症の人と家族の会 HP参照。
（4） 日本神経学会，日本神経治療学会，日本認知症学会，日本老年医学会，日本老


















　事故年月  鉄道会社    遺族への請求額 運休本数 　　影響人員
（JR）
　平成 7年 12月 　東海 　　 720万円 　34本 　　2万 7400人
　平成 8年 5月 　九州 　　 請求なし 　6本 　　1200人
　平成 10年 9月 　東日本 　　 請求なし 　8本 　　1900人
　平成 11年 1月 　西日本 　　 請求なし 　30本 　　1万 7000人
　平成 11年 7月 　北海道 　　 請求なし 　37本 　　1万 500人
（その他）
　平成 5年 12月 　名鉄 　　 80万円 　12本 　　5000人
　平成 9年 11月 　南海 　　 請求なし 　34本 　　9万 3000人
　平成 11年 6月 　東武 　　 16万円 　6本 　　3900人
　平成 12年 3月 　東武 　　 137万円 　52本 　　2万 1000人
　平成 13年 1月 　近鉄 　　 80万円 　33本 　　1万 5000人
　※いずれも遺族や関係者への取材による。請求額と影響人員は概数。


















































































































































































































































































































































































































































4 . 名古屋地裁平成 25年 8月 9日判決（15）ならびに名古屋高裁



















（15） 名古屋地判平成 22年（ワ）第 819号。
（16） 名古屋高判平成 25年（ネ）第 752号。本判決に関する評釈として，前田太郎「認
知症の人の加害行為について高齢配偶者の民法 714条に基づく責任を認めた判
決」TKCローライブラリー新・Watch民法（財産法）No.81（2014年）、古笛恵子





























（4）A，B，E及び T（Bの妻）は，平成 14年 3月頃，家族会議〈1〉を
開いて今後の Cの介護をどうするかを話合い，従前から C宅で Cと同居
認知症の人による他害行為と民法 714条責任，成年後見制度
－ 89－


















Cの要介護認定の申請をし，Cは，同年 8月 22日，要介護 1の認定を受
けた。












































（13）Cは，平成 17年 8月 3日早朝，独りで外出して行方がわからなく
なり，午前 5時頃，徒歩で 20分程度の距離にあるコンビニエンスストア
の店長からの連絡で発見された。























































































































































































































































































































































































































あり，Bが Aから Cに対する介護を引き受け，その履行行為を Tを使っ
てなしていたものとまでいうことはできず，Bが Cの代理監督義務者で
あったということもできないとした。



















































































































































いとし，更に加えて，Bが Cに対して負っている 877条 1項の扶養義務も，
このような意味での法的義務に含まれないとする。この理屈によれば，同


















































































































































































































































































不法行為法」（平成 4年）679頁。もっとも，四宮は，後掲の最判昭和 58年 2月
24日に言及し，「精神障害者の近親者は一種の被害者であることを考えると，こ
れを肯定するには慎重でなければならないであろう」としている。






































































































































































年 2月 24日（法律新聞 3429号 12頁）がある。精神病者（成人）が心神
喪失中に歩行者に傷害を与えたので，被害者がその精神障害者の母親に民





















































































































































③　福岡地裁昭和 57年 3月 12日判決（判時 1061号 85頁）
（事案）Yの息子 A（31歳）は精神分裂病のため複数回の入退院の経験
があったが，退院後しばらくして通院・服薬を止めてしまったため，症状


























④　最判昭和 58年 2月 24日（判時 1076号 58頁）
（事案）心神喪失の状態にあった A（37歳）が加えた傷害を理由に，被
害者が Aの両親 Y1・Y2の監督者責任を追及した事件。Y1は 76歳で全盲，
Y2は 65歳で日雇労務者であった。第 1審（神戸地判尼崎支部昭和 56年
1月 26日）は，Yらについて，Aを事実上保護・監督すべき地位にあっ
たとして，民法 714条 2項の責任を免れないとした。これに対して原審（大


















































る」とした上で，本件事件の 2年 7ヵ月前の Aによる Cへの殴打，その
後の Bへの嫌がらせ，本件事故の 1年 11ヵ月前には医療保護入院し，程
なく治療を条件に退院したものの，2ヵ月間通院しただけで以後は治療を

























































































































（46） 保護者の自傷他害防止義務について平成 10年 5月 13日に開催された第四回精
神保健福祉法に関する専門委員会の議論の様子について，辻②・前掲注 29・64
頁以下。






年 3月 29日（判タ 1241号 133頁）である。なお，第二審である福岡高裁
平成 18年 10月 19日は，原審を引用し，控訴を棄却していることから，
以下に紹介するのは原審の判旨である。
（事案）A（20歳）が自宅近くの女性 Bを殺害したため，Bの夫及び両
























































































































































































































































































































































































































































































































































































（59） 法律のひろば 2015年 2月号は，「認知症とトラブル　法律家に何ができるか」
という特集を組んで，各方面から検討がなされているが，こうした取り組みが法
律の世界でもっと進んでいくことを願うばかりである。
